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	 小学校の統廃合が繰り返されることが地域の衰退に繋がるといった視点のもと、児童数や学級数

といった小学校規模が長期に渡り維持される持続可能な小学校区のあり方を検討することを目的

とする。校区単位における年少人口の動態を把握するとともに、住宅供給の傾向として主に住宅の

建て方別世帯数の変移を、都市整備の傾向として用途地域の変更や区画整理事業の有無、各施設の

人口カバー率を把握しそれらの関係性を分析した。	

 It is intended that I examine the way of the sustainable elementary school that long-term, an elementary 
school scale such as the cause of the viewpoint that it leads to the local decline that the integration and 
abolition of the elementary school are repeated, the number of the children and the number of the classes 
crosses it, and is maintained. I grasped a change of the juvenile population in the precinct unit and, by 
change of the number of the households according to how to build houses, I grasped presence of a change 
and the land readjustment business of the restricted zone, the population cover rate of each facility as a 
tendency of the city maintenance mainly and analyzed those relationships as a tendency of the housing. 

	

1.はじめに	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 				

1-1.研究背景	

	 我が国の公立小学校では少子化が進展する中、

1990年に 24,586校だったものが2014年には 20,011

校へと減少するなど統廃合が急激に進んでいる 1)。

統廃合は学級児童数の増減により進められることが

多く、小学校規模の基準は法令上、学級数により設

定されている。学校運営の観点、教育財政効果の

観点、教育効果の観点などから考えても小規模校

や大規模校は問題を孕んでおり、適切な規模へと

是正を図り統廃合が行われる。地域コミュニティ

の中心として小学校が存在し、地域のまとまりとし

て小学校区が存在することは多く、統廃合を機とし

て地域が衰退してしまうこともある 2)。一方で、我

が国では旧来から住宅地開発の計画単位としては近

隣住区の概念が一般的に受け入れられており、その

規模としては小学校の人口規模とすることが最も適

切であるとされている 3)。都市のコンパクト化など、

今後の人口集積が予想される中で地域の持続可能性

を高めるための視点を模索する必要があると考える。	

1-2.研究目的	

	 本研究では、都市類型別に年少人口(1)の動態を把

握し小学校区の持続可能性評価（高位、中位、低位）

を行う（図 1）。その上で評価ごとに小学校区単位で

住宅供給(2)、都市整備(3)の傾向を把握・分析し、持

続可能性な小学校区における住宅供給のあり方、都

市整備のあり方を検討することを目的とする。	

 

図 1.本研究における持続可能性評価の基準	

1-3.既往研究の整理と本研究の位置付け	

	 都市の人口動態に関する研究として、小川ら 4)の

メッシュ人口統計データを用いて分析を行い都市圏

中心部における集塊地域形成や外苑部での増減がモ

ザイク状に分散していることを明らかにした研究、

山添 5)らによる三大都市圏を対象として市街化区域

とその人口推移をもとに都市の類型化を行い市街地



 

特性を分析、大都市地域に適したコンパクトな市街

地形成に向けた知見を得た研究 5)がある。中でも相
6)による都市地域において町丁目単位で人口増減に

寄与すると考えられる住環境指標を判別分析を用い

て得点化し、各地域における住環境を明らかにした

研究があり、本研究はここに位置付けられるが、分

析単位に小学校区を用いること、年少人口の維持を

評価基準として用いる点で特徴がある。	

1-4.研究の方法と流れ	

	 ①三大都市圏を対象としてクラスター分析により

都市を類型化し、各類型から代表事例を抽出する、

②図 1 に示した持続可能性の評価方法により小学校

区を評価する、③小学校区単位で住宅供給数及び公

示地価の変遷を分析し傾向（住宅供給タイプ）を把

握する、④小学校区単位都市整備の傾向（都市整備

タイプ）を把握する、⑤2 つのタイプを結合し、各

持続可能性評価で最もよくみられた傾向から小学校

区を抽出し、住宅地図を用いた空間分析を行う。	

	

図 2.研究フロー	

2.都市の類型化と対象都市の抽出	 	 	 	 	 	 	 	 	

2-1.調査方法	

	 戦後ほぼ一貫して人口の集中が進んでいる三大都

市圏（4）を対象とする。人口に係る 9 変数（表 1）を

用いて主成分分析を行い、その上で 3 つの主成分を

用いて多変量解析であるクラスター分析による類型	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

化を 486 都市を対象として行った。	

2-2.分析結果	

	 クラスター分析の結果 486 都市を 5 つのクラスタ

ーに類型化することができた。各類型の分布と特徴

及び各類型に属する都市数を示す（表 2）。	

表 1.主成分分析に用いた変数(5)	

	

表 2.	各類型の属性平均値と都市数	

	
2-3.対象都市の抽出	

	 図 4 に示すフローに則り、対象都市を抽出した。

「人口増郊外都市」及び「維持型郊外都市」に属す

る都市を対象とし、平均値に最も近い枚方市及び門

真市を本研究の対象地とする。	

	

図 4.対象都市の抽出フロー	

3.住宅供給の傾向による小学校区のタイプ分け	 	 	 	 	 	

3-1.調査方法	

	 表 3 上部に示す指標を用いてクラスター分析を行

い小学校区ごとに住宅供給の傾向をタイプ分けした。	

3-2.分析結果	

	 住宅供給タイプ、持続可能性評価の分布を表 3 に

示す（以下、持続可能性低（人口増加）：高位,持続	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	
図 3.各類型の分布図	



 

可能性高：中位,持続可能性低（人口減少）：低位）。	

	 枚方市においては 5 つのタイプに分類することが

でき、地価の低い「低価格」や低層住宅からより高	

層の住宅へ建て替わる傾向にある「建て替わり」に

おいて「中位」の小学校区が多く見られ、「微変化」

の多くは「低位」の小学校区であった。	

	 門真市においては、「戸建供給」の小学校区におい

て「中位」の小学校区が多く見られた一方で、「高層

住宅供給」の多くが「低位」の小学校区であった。	

	 2 都市を比較すると、より規模が大きく人口が増

加している枚方市（人口増郊外都市）においては地

価や住宅の階数高さが人口規模に大きく寄与してい	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

るが、対称的に門真市のような人口増減の少ない中

規模郊外都市では戸建住宅が寄与し、高層住宅の供

給による年少人口の増加傾向は見られなかった。	

4.都市整備の傾向による小学校区の類型化	 	 	 	 	 	

4-1.調査方法	 	

	 表 3 上部に示す指標を用いてクラスター分析を行

い小学校区ごとに都市整備の傾向をタイプ分けした。	

4-2.分析結果	

	 枚方市は 5 タイプに分類することができ、各施設

の人口カバー率が高い「高密度整備」において「中

位」の小学校区が多く見られた。一方で、低層住宅

用途地域が大部分を占める「低層住宅用途（アクセ	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

表 3.住宅供給の傾向および都市整備の傾向による小学校区の類型化	



 

ス悪）」はほとんどが「低位」の小学校区であった。	

	 門真市は 4 タイプに分類することができ、中心駅

に近く商業系用途地域に含まれる「商業地域」にお

いて「持続可能性低（人口減少）が多く見られた一

方で、駅遠方の「非住宅地」において「持続可能性

低（人口増加）」が多く見られたことから、門真市に

おいては駅の人口カバー率は小学校区の人口規模と

あまり相関関係がないことがわかった。	

	 2 都市を比較すると、規模が大きい枚方市（人口

増郊外都市）の方がより駅周辺の住宅需要が高く、	

対称的に門真市のような郊外都市においては駅の人	

口カバー率は小学校の人口規模との相関関係があま	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

り見られなかった。	

5.小学校区の空間分析	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	

5-1.調査方法	

	 前 2 項におけるタイプ分けを結合し、各持続可能

性評価によって最もよくみられた結合タイプから小

学校区を抽出した。都市基盤地図を用いた空間分析

を行う（表 4-5）。	

5-2.調査結果	

	 枚方市では「建て替わり×高密度計画」に「中位」、

「微変化×低層住宅用途」に「低位」の小学校区が

最も多く属していた。以下それぞれから「枚方小学	

校区」及び「高陵小学校区」を抽出し分析を行う。	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	



 

	 枚方小学校区では、校区の中心に駅が位置してお

り、すぐ南部に大規模な公園が位置している。周辺

の戸建て住宅地は区画整理等が行われていないが、

住宅建て方別世帯数の 1-2 階建ての減少時期と 11

階以上の増加時期が重なっていること、地図上から

駅前を中心に高層住宅への建て替えが定期的に行わ

れていることがわかり、その結果年少人口の維持に

繋がっていると考えられる。また、高陵小学校では

駅が近くに位置しているものの、校区内は一斉整備

された戸建て住宅地及び団地がほとんどを占めてお

り、新たに住宅を建設する余裕がないことから年少

人口の減少に繋がったものと考えられる。以上の結	

果、2 つの小学校区の持続可能性の違いは「定期的	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	 	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

な住宅の立て替え」、「各施設の人口カバー率の高さ」、

「校区内の空地率」が要因であると考えられる。	

門真市では「戸建供給×住宅整備（アクセス良）	

に「中位」、「高層住宅供給×商業地域」に「低位」

の小学校区が最も多く属していた。それぞれから「沖

小学校区」、「上野口小学校区」を抽出し分析を行う。	

	 沖小学校区をみると、小学校区の約半分以上が市	

街化調整区域に含まれており、住宅数は多くないも

のの、近辺に店舗やスポーツセンターが分布してい

ることがわかる。また、田畑など空地が多く、住宅

建て方別世帯数における戸建住宅が増加を続けてい

ることから区画整理事業などは行われていないもの	

の、一定の空地を有していることで戸建て住宅の供	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	



 

給が促進されたと考えられる。上野口小学校区は校

区内に駅を有しており、周辺に店舗や工場が集積し

ていることからも住宅用途以外の土地利用が一定の

割合を占めることがわかる。住宅地をみてみると、

狭小の戸建て住宅地が多く、田畑などの空地もほと

んど存在しないこと、住宅の建て方別世帯数の変化

も小さいことから新規の住宅供給があまりなく、年

少人口が減少したものと考えられる。以上の結果、2

つの小学校区の持続可能性の違いは「空地率」、「店

舗などの近さ」が主な要因であると考えられ、駅の

人口カバー率は大きく寄与しないことがわかった。	

6.まとめ	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	

	 本研究では、小学校の統廃合が繰り返されること

が地域の衰退に繋がるといった視点のもと、都市類

型別に小学校区単位で年少人口の変化率からみた持

続可能性評価を行い、住宅供給の傾向及び都市整備

の傾向をタイプ分けした。また、それらのタイプを

結合し、「持続可能性高」及び「持続可能性低（人

口減少）」において最もよくみられた傾向に属する

小学校区の空間分析を行い持続可能な小学校区のあ

り方を検討した。大都市郊外部の都市は「人口増郊

外都市」及び「維持型郊外都市」と分類でき、その

傾向をみると、「人口増郊外都市」のような規模の

大きい郊外都市においては、駅周辺における住宅需

要が高く、小学校区といった単位区においてもその

傾向は見られる。過去に区画整理が行われ、新規の

住宅供給が見込めないような小学校区においては年

少人口は減少している傾向にあり、複雑な区画を有

しており、低層住宅から高層な住宅へと定期的な建

て替えが進んでいる小学校区においては適度な人口

流入があり、年少人口も安定していることがわかっ

た。また、「人口維持型郊外都市」のような小規模

な郊外都市においては、駅の人口カバー率は年少人

口の増減にあまり寄与しておらず、住宅においても

「人口増郊外都市」とは対照的に戸建住宅の需要が

高いことがわかった。商業地域を含む駅周辺の小学

校区においては高層住宅が供給されているものの、

年少人口が減少している。「人口維持型郊外都市」

においても、小学校区内に田畑など空地を含む校区

において定期的な住宅供給が行われ、結果として年

少人口が安定している。	

	 これらの結果から考えられることとして、本研究

で空間分析を行った小学校区が隣り合うもの同士で

あることから、小学校区といった行政区に比べ小さ

な単位区においても、住宅供給の傾向や都市整備の

傾向は様々であることがわかる。都市の類型別にそ

の様相は違っており、その都市に合わせた都市整備

が必要である。また、校区内に一定の空地を含まな

い都市は将来的に新たな人口流入が見込めず小学校

の児童数が急激に減少する恐れがある。大規模な土

地区画整理を伴った住宅地開発などは大きな人口増

加を見込めるものの、将来的にはこういった状態を

引き起こす可能性が高く、一定の量の住宅を供給し

続けるなど、時間軸の概念を持った住宅地整備が持

続可能な小学校区には求められる。今後は、定量的

な分析に加え、周辺の小学校区との関係性や地区の

成り立ちなど定性的な分析も含めた検討が必要であ

る。	

表 6.各都市における小学校区の傾向	

	

注	

(1)本研究では、国勢調査の年齢階級（5 歳階級別）人口統計デ

ータを用い、小学校在籍年齢と重複している 5〜14 歳を扱う。	

(2)既往研究 7)において人口動態と相関関係のみられた住宅建て

方別世帯数（戸）の変移を住宅供給数として扱う。	

(3)都市計画法に基づいた用途地域指定（及び変更）、市街地再開

発事業、土地区画整理事業、地区計画、既往研究 5)より人口増加

に寄与すると考えられる施設の人口カバー率を指す	

(4)住生活基本法に基づく三大都市圏に属する都道府県（首都

圏：茨城県,埼玉県,千葉県,東京都及び神奈川県;中京圏：愛知県

および三重県;近畿圏：大阪府,京都府,兵庫県及び奈良県）	

(5)国勢調査の小地域統計データをもとにフリーソフトである

QGIS 上で小学校区ごとに換算した。	
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